
○日銀短観（12年９月調査）・・全国大企業・製造業の業況判断は＋10と７四半期連続の改善だが改善幅は�
縮小� 

全国大企業・業況判断D.I.の推移� 全国中小企業・業況判断D.I.の推移�

（注）12年12月の値は予測値。� （注）同左。�

《ポイント》�
・日銀短観（企業短期経済観測調査､９月）によると､全国大企業・製造業の業況判断は７四半期連続で�
改善し､＋10となった｡前回６月調査時の＋３から７％ポイントの改善で､水準も97年６月調査時の＋�
13以来の高い水準となった｡しかし､改善の幅は６月調査時に比べて５％ポイント縮小しており､次�
回12月の予測についても＋11と改善は続くものの､さらに改善の幅は縮小すると見込まれている｡�
・全国大企業・非製造業の業況判断は▲９と､６月調査時の▲12から３％ポイント改善した｡次回12月の�
予測については▲４と､さらに改善することが見込まれている｡�

・中小企業の業況判断は､製造業が▲17と６月調査時の▲21から４％ポイント改善し､非製造�
業も▲24と､６月調査時の▲27から３％ポイント改善した｡次回12月の予測については､製造業が▲�
15､非製造業も▲22と､さらに改善はするものの､低迷を脱しきれない状況は続くと見込まれている。�

（出所：日本銀行10月３日発表）�

【概　要】�
全体�

内需面�
・８月の実質家計消費支出：前年同月比－4.1％（４か月連続の減少）。�
・８月の新設住宅着工戸数：年率換算値で103.6万戸（４か月連続の減少）。�
・８月の機械受注（船舶･電力を除く民需）：前月比＋26.6％（２か月ぶりの増加）。�
・８月の公共工事請負金額（前払金保証実績）：前年同月比－7.1％（３か月連続の減少）。�
外需面�
・８月の通関貿易黒字：前年同月比－12.6％（２か月連続の縮小）。�
生産面�
・８月の鉱工業生産指数：前月比＋3.3％（２か月ぶりの上昇）。�
・８月の在庫率指数（＝在庫／出荷）：前月比－5.9％（２か月ぶりの低下）。�
雇用面�
・８月の完全失業率：4.6％（前月比0.1％ポイント改善）。�
・８月の有効求人倍率：0.62倍（３か月連続の改善）。�
物価面�
・８月の全国消費者物価（生鮮食品を除く総合）：前年同月比－0.3％。９月の国内卸売物価：同＋0.1％。�

（｢良い｣-｢悪い｣、％ポイント）� （｢良い｣-｢悪い｣、％ポイント）�
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月例経済・金融概観�

日 本 経 済 �

景 気 の 現 状 �

・景気は緩やかな改善を継続｡各種の政策効果やアジア経済の回復等の影響はやや薄らいでいるものの､�
企業部門を中心に自律的回復に向けた動きが続いている｡個人消費は収入が下げ止まってきたが､概ね横�
ばい｡住宅建設はマンションの着工が減少したが､全体では概ね横ばい｡設備投資は持ち直しの動きが続�
いており､公共投資は前年に比べて低調な動き｡輸出は欧米向けに減速がみられるものの､アジア向けを�
中心に緩やかに増加。生産は堅調に増加｡雇用情勢は依然として厳しいものの､残業時間や求人が増加傾�
向にあるなど改善の動きが続いている｡�
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○実質家計消費支出･････８月は前年同月比－4.1％と4か月連続の減少�

（注）シャドーは景気後退期を示す�

家　　　　　計�

《ポイント》� 
・実質家計消費支出は､「家具・家事用品」��
が前年同月比２桁減となったのをはじめ�
「交通・通信」や「住居」等のマイナス寄�
与が大きく､全体では同－4.1％と４か月�
連続で減少した｡�
・小売業販売額は､７業種中「燃料」や「自動�
車」小売業など３業種がプラスに寄与した�
が､「各種商品」や「飲食料品」小売業など�
が大幅に減少し､全体では前月より0.7％�
ポイント悪化の前年同月比－1.3％と41か�
月連続の減少となった｡�

（出所：総　務　庁　10月５日発表�
通商産業省　９月27日発表）�

○鉱工業生産･････８月の鉱工業生産指数は前月比＋3.3％と２か月ぶりに上昇�

生　　　　　産�

《ポイント》�
・出荷指数は前月比＋3.7％と２か月ぶりに�
上昇した。在庫指数は同＋0.1％と２か月�
ぶりに上昇した。在庫率指数は前月比－�
5.9％と２か月ぶりに低下した。�

・生産予測指数は、９月が前月比－2.5％、�
10月が同＋1.7％と一旦低下した後、再び�
上昇と見込まれている。�

・通産省は、｢生産は上昇傾向で推移してい�
る｣とし、総括判断を９か月ぶりに上方修�
正した。�

（出所：通商産業省　９月28日発表）�

○機械受注（船舶･電力を除く民需、季節調整値）･･････８月は前月比26.6％�

設　備　投　資�

《ポイント》�
・製造業が前月比＋10.0％、非製造業が同�
＋40.7％と非製造業が極めて高い伸びと�
なった。通信業（同＋72.6％）が極めて大�
きなプラス寄与となったほか、金融･保険�
や電気機械などの寄与も大きい。�

（出所：経済企画庁10月10日発表）�
・８月の資本財出荷指数（除く輸送機械、季�
節調整値）は前月比＋7.8％。�

（出所：通商産業省９月28日発表）�
・８月の建築着工床面積（民間非居住用）は�
前年同月比＋14.8％。�

（出所：建設省　９月29日発表）�

-15

-10

-5

0

5

10

15

２�３�４�５�６�７�８�９�10 11 12（年）�

（前年同月比､％）�

（注）グラフは原数値�

-40

-30

-20

-10

0

10

20

30

40

元� 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

（％）�

（年）�

機械受注（船舶・電力除く民需、前年同月比）�

90
92
94
96
98
100
102
104
106
108
110

元�2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

80

85

90

95

100

105

110

115

120
（年）�

（平成７年=100）�

��

生産指数（左軸）�

在庫率指数（右軸、逆目盛）�

小売業販売額�

実質家計消費支出�

郵政研究所月報 ２０００．１１33



○完全失業率（季調値）･････８月は4.6％と前月比0.1％ポイント改善�
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（注）四半期平均。Ｈ12.Ｑ３は７、８月平均値。�
　　　シャドーは景気後退期を示す。�

雇� 用�

《ポイント》�
・完全失業者数は､前年同月比10万人減少し�
非自発的離職者､自発的離職者ともに減少�
した｡雇用者数は４か月連続で増加してい�
るが､自営業主等の減少から就業者数全体�
では同31万人の減少となっている。�
・有効求人倍率（季調値）は､0.62倍と前月�
を0.02ポイント上回った｡これは､有効求�
職者数が前月比で1.0％増加したことに対�
し､有効求人数が前月比で2.9％増加した�
ことによる上昇である｡また､新規求人倍率�
（同）は､前月比横ばいだった｡�

（出所：総務庁　９月29日発表�
労働省　９月29日発表）�

○通関貿易収支･･････８月の通関貿易黒字は前年同月比－12.6％と２か月連続の縮小�
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《ポイント》�
・輸出は､アジア向けが前年同月比で15か�
月連続のプラスとなり､米国向け及びＥ�
Ｕ向けも２か月ぶりのプラスとなったこ�
とから､全体でも同＋12.5％と10か月連�
続のプラスとなった｡�

・輸入は､ＥＵからの輸入が３か月ぶりのプ�
ラスとなり､米国及びアジアからの輸入�
もプラスを続けたため､全体でも同＋�
18.3％と10か月連続のプラスとなった｡�

・この結果､通関貿易黒字は､前年同月比�
－ 1 2 . 6 ％の 6 , 0 9 0 億円となり ､２か�
月連続で前年同月の水準を下回った。�

（出所：大蔵省　９月27日発表）�

完全失業率�
（左軸）��

有効求人倍率�
（右軸、逆目盛）��
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〇雇用の現状･･･９月の非農業部門雇用者数は、前月差＋25.2万人の増加�

（注）シャドーは景気後退期を示す。�

《ポイント》�

・９月の非農業部門雇用者数は、前月差＋25.2万人の増加となり、３か月ぶりに増加に転じた。電話会�
社のストと、国勢調査のための臨時雇用の影響を除くと同＋20.4万人の増加となる。内訳をみると、建�
設業が同＋3.0万人増加したものの、製造業は同－6.6万人となり、財生産部門では同－3.7万人の減少�
となった。サービス生産部門では、政府雇用が同－3.6万人減少したものの、全体では同＋28.9万人の�
増加となり、堅調な推移に戻った。�

・失業率は、前月より0.2％ポイント低下し、４月と並び30年来の低い水準となった。この１年間は3.9
～4.1％の間での推移が続いているが、依然として雇用の逼迫が緩和されていないことを示している。イ�
ンフレ関連指標とされる平均時給は、前月比＋0.2％の上昇となった。９月の総労働投入量は、前月比＋�
0.3％の増加となったが、７－９月期では前期比＋0.1％と92年１－３月期以来の低い伸びとなってお�
り、実質ＧＤＰ成長率の伸び率の鈍化を予想させる結果となっている。（出所：労働省　10月６日発表）�

〇生産者物価指数（８月）…季節調整済み前月比－0.2％の下落�
消費者物価指数（８月）…季節調整済み前月比－0.1％の下落�
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《ポイント》�
・８月の生産者物価指数は、前月比－0.2％�
の下落となった。ガソリンが同－2.8％下�
落したこともあり、エネルギー全体では同�
－0.7％の下落となっている。変動の大き�
い食品・エネルギーを除いたコアは、同＋�
0.1％の上昇となっている。�

・８月の消費者物価指数は、前月比－0.1％�
と、86年４月以来の下落となった。生産�
者物価と同様に、エネルギーが同－2.9％�
下落しており、コアは同＋0.2％の上昇と�
なっている。�

（出所：労働省　９月14日発表）�
同　　　９月15日発表）�
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上昇傾向の管内�

横ばい傾向の管内�

下降傾向の管内�

（○：上昇、―：横ばい、×：下降）�
７月� ８月� ９月� 10月� 11月� 12月� 12年１月� ２月� ３月� ４月� ５月� ６月� ７月�

北海道� ×� －� －� ○� ○� ○� ○� ○� ○� －� ×� ○� ○�
東　北� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○�
関　東� ×� ×� －� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○�
東　京� －� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○�
信　越� ○� ○� －� ×� －� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○�
北　陸� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○�
東　海� －� －� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○�
近　畿� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○�
中　国� ×� －� －� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� －�
四　国� －� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○�
九　州� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○�
沖　縄� －� ×� ×� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� －� ○� －�

全国� －� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○�

総 合 的 な 指 標 の 動 き �

７月の鉱工業生産指数（季節調整値）は､全管内で前月比下降となった｡有効求人倍率（季節調整値）は､�
東北､中国､沖縄管内が前月比下降､その他９管内が同上昇となった｡大型小売店販売額（店舗調整済）は､沖�
縄管内が前年比増加､その他11管内が同減少となった｡建設関連の指標のうち新設住宅着工戸数は､沖縄等�
７管内が前年比減少､その他５管内が同増加となった｡建築着工床面積は､北海道､東京､四国管内が前年比�
減少､その他９管内が同増加となった｡新車販売台数については､沖縄等８管内が前年比減少､その他４管内�
が同増加となった｡実質家計消費支出は､東海等８管内が前年比減少､四国等４管内が同増加となった｡�

（資料）①：通商産業省、各都道府県　②：労働省　③：通商産業省　④：建設省　⑤：日本自動車販売協会連合会　⑥：総務庁�
　　　　なお、管内ごとのデータについては、各都道府県別データをもとに郵政研究所にて集計�

《７月の動き》�

・上昇傾向の管内　：北海道、東北、関東、東京、�

信越、北陸、東海、近畿、�

四国、九州�
・横ばい傾向の管内：中国、沖縄�
・下降傾向の管内　：なし�

※　以下の指標を用いて郵政局管内別地域経済総合指標（ＣＩ）を�
作成し、後方３か月移動平均後の前月比増減をもとに傾向を判�
断する。�

一致指標…鉱工業生産（季節調整値）、有効求人倍率（季節調整�

値）、大型小売店販売額（店舗調整済）、入域観光客数�

（沖縄のみ）�

先行指標…新設住宅着工戸数、建築着工床面積（商工業・�

サービス用）、新車販売台数（乗用車）�

遅行指標…実質家計消費支出�

※　景気判断には10月10日現在発表の指標を用いており、今後新�
しい指標の公表や改定により判断を変更する場合がある。�

地 域 経 済 �

主 要 経 済 指 標 の 動 き �

北海道�東北� 関東� 東京� 信越� 北陸� 東海� 近畿� 中国� 四国� 九州� 沖縄� 全国�
鉱工業生産指数（季節調整値、前月比）� -1.0� -1.7� -6.3� -2.8� -3.1� -4.5� -2.4� -1.3� -5.5� -2.6� -3.3� -3.6� -0.9�
有効求人倍率（季節調整値、前月差）　　　� 0.06� -0.01� 0.02� 0.01� 0.05� 0.02� 0.01� 0.02� -0.01� 0.02� 0.01� -0.04� 0.01�
大型小売店販売額（店舗調整済、前年比）� -4.6� -4.4� -5.6� -5.0� -3.6� -3.3� -6.4� -5.8� -3.4� -3.2� -2.9� 0.9� -5.0�
新設住宅着工戸数（前年比）� 10.1� -4.6� -3.7� -3.0� -0.9� 0.6� -2.6� 7.6� 7.6� 2.0� -6.6� -9.4� -0.8�
建築着工床面積（商工業･ｻｰﾋﾞｽ用、前年比）� 16.5� 87.4� 87.1� -49.8� 50.5� 21.1� 38.0� 28.9� 56.0� -13.2� 37.0� 68.4� 38.4�
新車販売台数（乗用車、前年比）�（�� ��

①�
②�
③�
④�
④�
⑤�
⑥�
�

-3.1� 4.2� -0.6� -5.5� 3.8� 1.3� 0.3� -3.4� -3.9� -0.4� -1.7� -40.1� -1.5�
実質家計消費支出（前年比）�（�� -9.2� -4.5� -6.2� -4.4� -0.1� -1.5� -10.0� -0.4� 0.7� 4.8� 1.3� 2.1� -3.6�
ＣＩ平成３年＝100、後方３か月移動平均) 80.6� 81.6� 66.0� 75.8� 67.3� 72.0� 65.4� 82.1� 74.9� 80.8� 82.1� 99.9� 73.0�
ＣＩ平成３年＝100、後方３か月移動平均、前月比）�2.8� 0.4� 0.6� 1.1� 2.0� 0.7� 1.7� 1.1� -0.5� 1.0� 0.9� -0.5� 1.1�
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管内別地域経済総合指標（平成３年＝100、後方３か月移動平均）の推移�
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・９月の無担保コール翌日物金利は、28日まで0.24～0.26％で推移した。29日は期末要因から0.28％に小幅上�
昇した。� （無担保コール翌日物加重平均金利：0.28％　９月29日現在）�
・９月のＣＤ３か月物金利は、27日に0.33％で取引が成立した。�

（ＣＤ３か月物金利0.33％　９月27日現在）�
・９月上旬の10年最長国債利回り（業者間）は、蔵相や経済企画庁長官の金利上昇を容認するような発言、補�
正予算に伴う国債の需給悪化観測、国債格下げの観測等を背景に６日に1.990％まで上昇。その後は、法人企業�
統計季報での設備投資の予想を下回る数字や国債増発に慎重な蔵相発言、日銀総裁が年内利上げを否定したと�
の一部報道や予想を下回る機械受注統計を受けて８日に1.845％まで急低下。国債格下げ発表後の金利上昇は限�
定的だった。�
中旬は、11日の４－６月期ＧＤＰ統計が予想をやや上回ったが影響は限定的で、株価の下落を受けて1.835％�

に小幅低下。14日に10年債発行予定額の据え置きが発表されたが、先々の発行額増額は避けられないとの見方�
から1.885％まで上昇。�
下旬は、株価をにらみながらの展開で、1.8％台後半を中心とした小動き。５年債や10年債入札に対する警�

戒感から1.900％まで上昇する場面もあったが、29日はポジション調整から1.840％まで低下。�
（10年最長国債業者間利回り引け値：1.840％　９月29日現在）�

利付金融債利回り� 
（５年､店頭基準気配）� 

10年最長国債業者間利回り�

（週終値ﾍﾞｰｽ）�

公定歩合� 

ＣＤ３か月物金利（気配値､仲値）�

国　内　金　利�

マネーサプライ�

10年最長国債�
業者間利回り�
 （日足チャート）�

（％）�
（％）�

無担保コール翌日物金利（加重平均）�

金 融 市 場 （９月期）�

・９月のＭ２+ＣＤ（平残）は前年同月比+1.9％。預金通貨が前年同月比+5.2％と前月（同+6.7％）に比べて�
1.5％ポイント低下。準通貨は同－1.7％と10か月連続のマイナス。�
・９月の貸出平残の５業態計は、前年同月比－4.0％と33か月連続でマイナス。マイナス幅は３か月連続で�
縮小。�
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日本主要経済指標�１

１９９９
１Q ２Q ３Q ４Q

２０００
１Q ２Q

１９９９
８ ９

鉱工業生産 ９８．２ ９７．８ １００．４ １０１．８ １０２．６ １０４．３ １０１．２ １００．８
前期比 １．６ －０．４ ２．７ １．３ ０．８ １．７ １．９ －０．４
前年比 －３．９ ０．２ ２．７ ５．３ ４．５ ６．６ ５．６ ３．２

鉱工業出荷 １００．２ ９９．１ １０２．１ １０４．１ １０４．６ １０６．５ １０２．５ １０２．７
前期比 １．７ －１．０ ３．０ ２．０ ０．４ １．８ １．５ ０．２
前年比 －２．９ ０．３ ３．１ ５．７ ４．４ ７．５ ５．５ ３．４

うち資本財（除く輸送機械） １０２．９ ９８．９ １０１．９ １０１．９ １０９．５ １０７．４ １０１．８ １０２．９
前期比 ３．１ －３．９ ３．０ ０．１ ７．４ －１．９ ０．９ １．１
前年比 －１２．９ －６．７ －２．３ ２．１ ６．４ ８．６ ０．８ －１．６

鉱工業在庫 ９８．２ ９６．７ ９５．１ ９４ ９４．８ ９５．７ ９５．２ ９５．０
前期比 －３．１ －１．６ －１．６ －１．２ ０．９ ０．９ ０．０ －０．２
前年比 －９．０ －９．３ －８．８ －７．３ －３．５ －１．０ －８．５ －８．０

在庫率指数 １０７．７ １０５．２ １０１．２ ９９．２ ９９．３ １００．２ １００．５ １００．９
前期比 －１．８ －２．４ －３．８ －１．９ ０．０ ０．９ －１．７ ０．４
前年比 －３．４ －６．８ －８．８ －９．６ －７．９ －４．８ －１０．１ －８．６

稼働率指数 ９４．８ ９３．１ ９６．２ ９６．７ ９８．５ ９９．０ ９６．５ ９６．８
前年比 －４．７ －１．６ １．４ ３．２ ３．９ ６．３ ２．２ ２．２

第三次産業活動指数 １０２．８ １０３．２ １０３．９ １０４．２ １０４．８ １０６ １０４．４ １０３．８
前月比 １．１ ０．４ ０．７ ０．２ ０．６ １．２ ０．８ －０．６
前年比 －０．７ １．５ １．８ ２．５ ２．０ ２．８ ２．４ １．４

実質可処分所得（勤労者世帯） １００．２ ９９．６ ９８．３ ９７．３ ９８．７ ９８．４ ９７．４ ９９．５
前期比 ０．１ －０．６ －１．３ －１．１ １．５ －０．３ －０．６ ２．２
前年比 －１．１ －０．２ －３．１ －２．８ －１．５ －１．２ －５．４ －１．３

実質消費支出（勤労者） ９６．７ ９８．８ ９７．７ ９５．８ ９６．５ ９８．７ ９７．３ ９６．０
前期比 －２．２ ２．１ －１．１ －１．９ ０．７ ２．３ －２．４ －１．３
前年比 －１．９ －０．８ －０．７ －３．１ －０．２ －０．１ －１．０ －３．７

消費水準指数（勤労者） ９７．７ ９９．３ ９７．８ ９６．２ ９６．５ ９９．７ ９７．４ ９６．３
前期比 －２．１ １．６ －１．５ －１．６ ０．３ ３．３ －２．４ －１．１
前年比 －１．９ －０．９ －１．２ －３．５ －１．２ ０．４ －１．６ －４．０

平均消費性向（勤労者） ６９．９ ７１．８ ７１．９ ７１．３ ７０．８ ７２．７ ７２．３ ６９．９
小売販売（商業販売統計） ９３．７ ９３．８ ９３．３ ９３ ９０．９ ９１．４ ９３．６ ９３．１

前期比 －０．６ ０．１ －０．５ －０．３ －２．３ ０．６ ０．４ －０．５
前年比 －４．４ －２．６ －１．９ －１．４ －３．０ －２．５ －１．６ －１．８

東京百貨店売上（店舗調整） －２．５ －１．７ －３．５ －１．８ ０．９ －２．８ －４．９ －５．４
大型小売店販売（店舗調整） －５．０ －４．６ －３．８ －４．８ －３．２ －５．４ －４．９ －１．４
新車登録台数（年率・万台） ４２３．８ ４２４．９ ４１９．６ ３９９．９ ４３６．７ ４４１．２ ４３９．３ ４２１
（含む軽） 前期比 １．７ ０．３ －１．３ －４．７ ９．２ １．０ １０．３ －４．２

前年比 ５．６ ４．８ １．８ －４ ３．０ ３．８ ６．８ ３．０
有効求人倍率 ０．４８ ０．４７ ０．４７ ０．４９ ０．５２ ０．５７ ０．４７ ０．４８

前年差 －０．１２ －０．０８ －０．０３ ０．０２ ０．０４ ０．１０ －０．０３ －０．０１
新規求人倍率 ０．８７ ０．８５ ０．８７ ０．９ ０．９５ １．０３ ０．８５ ０．８８
完全失業者（万人） ３１５ ３２０ ３２０ ３１４ ３２６ ３１７ ３１７ ３１５

前年差 ２５ １６ １１ ５ ４ －１ ２３ ２２
完全失業率 ４．６ ４．７ ４．７ ４．６ ４．８ ４．７ ４．７ ４．６
所定外労働時間（製造業：３０人以上） １３．０ １３．０ １３．５ １４．７ １４．７ １５．０ １３ １４．２
NSA 前年比 －８．９ －２．８ ４．６ ７．８ １３．６ １５．７ ４．０ ７．６
常用雇用指数（５人以上） １０１．８ １０１．５ １０１．５ １０１．５ １０１．６ １０１．２ １０１．６ １０１．６

前期比 ０．１ －０．３ ０．０ ０．０ ０．１ －０．４ ０．２ ０．０
前年比 －０．３ －０．４ －０．２ －０．２ －０．２ －０．３ －０．２ －０．１

現金給与総額（５人以上） １０１．６ １００．６ １００．５ １００．１ １０２．２ １０１．７ １００．５ １０２．１
前期比 ０．８ －１．０ －０．２ －０．４ ２．１ －０．６ １．７ １．６
前年比 －１．６ －１．２ －０．６ －０．７ ０．６ １．０ －０．３ ０．６

取引停止処分 １９４９ ２５９８ ２７２５ ２９７７ ３０２８ ３０１６ ８８２ ９３３
前年差 －１４３０ －１１５２ －６１９ ９４ １０７９ ４１８ －１４７ －１５８

倒産負債総額（１０億円） ４７４９ ４４２１ ２９４９ １４３４ ２４５８ ４４９７ ９３５ ６５９
前年差 ２０ ４８ －４０ －４３ －２２９１ ７６ －７１ －２３８１

単位労働コスト＊ １０５．４ １０４．５ １０１．６ ９９．９ １０１．３ ９８．７ １００．９ １０２．９
前期比 －０．６ －０．９ －２．８ －１．７ １．４ －２．６ ０．０ ２．０
前年比 ２．１ －１．７ －３．４ －５．８ －３．９ －５．５ －４．１ －２．２

（注）注記なきものは、季節調整済み系列。単位労働コストは、常用雇用指数×現金給与総額／鉱工業生産指数で定義。
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１０ １１ １２
２０００
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９

１００．９ １０２．２ １０２．２ １０２．１ １０１．６ １０４ １０３．４ １０３．７ １０５．７ １０４．８ １０８．３
０．１ １．３ ０．０ －０．１ －０．５ ２．４ －０．６ ０．３ １．９ －０．９ ３．３
１．５ ７．０ ６．０ ６．１ ８．２ ４．５ ６．３ ７．６ ７．２ ４．２ ８．３
１０３．０ １０４．９ １０４．５ １０４．３ １０３．８ １０５．７ １０５．１ １０５．８ １０８．７ １０６．７ １１０．６
０．３ １．８ －０．４ －０．２ －０．５ １．８ －０．６ ０．７ ２．７ －１．８ ３．７
２．２ ７．４ ５．９ ５．２ ８．８ ４．７ ７．７ ８．１ ７．８ ４．６ ９．０
９７．８ １０５．０ １０３．０ １０７．３ １０６．０ １１５．２ １０４．５ １０５．５ １１２．２ １０８．４ １１６．９
－５．０ ７．４ －１．９ ４．２ －１．２ ８．７ －９．３ １．０ ６．４ －３．４ ７．８
－５．７ ７．６ ２．３ ７．３ ８．８ ７．７ ８．４ ７．１ １０．８ ６．３ ６．３
９４．２ ９４．３ ９３．４ ９４．３ ９４．４ ９５．６ ９６．０ ９５．５ ９５．５ ９５．４ ９５．５
－０．８ ０．１ －１．０ １．０ ０．１ １．３ ０．４ －０．５ ０．０ －０．１ ０．１
－８．９ －６．８ －６．６ －４．１ －４．２ －２．２ －１．４ －１．１ －０．７ ０．２ ０．２
１００．３ ９８．４ ９９．０ １００．２ ９７．６ １００．０ １０１．５ １００．５ ９８．５ １０１．６ ９５．６
－０．６ －１．９ ０．６ １．２ －２．６ ２．５ １．５ －１ －２ ３．１ －５．９
－９．８ －１０．３ －８．７ －７．８ －１０．８ －４．８ －３．６ －６．２ －４．５ －１．０ －１．０
９５．５ ９７．８ ９６．７ ９７．７ ９７．９ ９９．８ ９８．１ ９８．６ １００．４ １００．０
１．１ ４．６ ４．０ ３．５ ４．１ ４．０ ７．１ ４．９ ７．０ ５．０
１０３．５ １０４．４ １０４．６ １０５．３ １０３．６ １０５．５ １０４．９ １０５．８ １０７．４ １０６．２
－０．３ ０．９ ０．２ ０．７ －１．６ １．８ －０．６ ０．９ １．５ －１．１
２．１ ２．７ ２．６ １．６ １．６ ２．７ ２．０ ２．６ ３．７ ２．５
９９．１ ９７．７ ９５．０ ９９．４ ９９．９ ９６．８ １０１．８ ９８．７ ９４．８ ９７．７ ９８．０
－０．４ －１．４ －２．８ ４．６ ０．５ －３．１ ５．２ －３．０ －４．０ ３．１ ０．３
－２．７ －１．６ －４．２ －１．７ －０．１ －２．８ ３．４ －１．７ －５．１ －０．３ ０．６
９６．６ ９６．９ ９３．９ ９６．１ ９８．６ ９４．７ １０１．０ ９９．２ ９５．８ ９６．１ ９４．４
０．６ ０．３ －３．１ ２．３ ２．６ －４．０ ６．７ －１．８ －３．４ ０．３ －１．８
－２．５ －２．５ －４．３ －３．１ ３．９ －１．４ ３．６ －１．２ －２．６ －３．６ －３．０
９６．９ ９７．３ ９４．５ ９６．７ ９６．６ ９６．３ １０２．０ １００．２ ９６．９ ９７．３ ９５．２
０．６ ０．４ －２．９ ２．３ －０．１ －０．３ ５．９ －１．８ －３．３ ０．４ －２．２
－３．０ －３．２ －４．４ －３．１ ０．５ －０．９ ３．８ －０．８ －１．７ －２．５ －２．３
７０．６ ７１．８ ７１．６ ７０．０ ７１．５ ７０．８ ７１．９ ７２．９ ７３．２ ７１．３ ６９．７
９３．８ ９２．７ ９２．５ ９１．６ ９０．６ ９０．５ ９０．２ ９１．３ ９２．８ ９２．３ ９２．６
０．８ －１．２ －０．２ －１．０ －１．１ －０．１ －０．３ １．２ １．６ －０．５ ０．３
－０．６ －２．３ －１．２ －２．２ －３．５ －３．２ －４．１ －２．４ －１．１ －１．０ －１．１
０．３ －４．７ －１．１ ２．０ １．６ －１．０ －０．６ －２．５ －５．４ －５．６ －１．７
－０．３ －８．２ －５．９ －５．８ －０．９ －２．８ －５．２ －６．０ －５．０ －４．３ －５．７
３８４．４ ４０４．３ ４１１．０ ４６０．８ ４３１．４ ４１８．０ ４２１．４ ４４４．３ ４５７．９ ３９５．６ ４６１．１
－８．７ ５．２ １．７ １２．１ －６．４ －３．１ ０．８ ５．４ ３．１ －１３．６ １６．６
－６．９ －２．９ －２．２ ３．７ ４．７ ０．７ １．７ ３．６ ６．２ －０．７ ５．０
０．４８ ０．４９ ０．５ ０．５２ ０．５２ ０．５３ ０．５６ ０．５６ ０．５９ ０．６ ０．６２
０．００ ０．０２ ０．０３ ０．０４ ０．０４ ０．０５ ０．０９ ０．１０ ０．１２ ０．１３ ０．１５
０．９１ ０．８９ ０．９１ ０．９６ ０．９３ ０．９７ １．０２ ０．９７ １．１ １．０８ １．０８
３１４ ３１０ ３１８ ３１７ ３２９ ３３２ ３２７ ３０８ ３１６ ３１４ ３０７
２２ ５ １７ １１ １４ ９ ４ －６ －８ －１３ －１０
４．６ ４．６ ４．７ ４．７ ４．９ ４．９ ４．８ ４．６ ４．７ ４．７ ４．６
１４．４ １４．６ １５．０ １３．４ １５．０ １５．８ １５．６ １４．３ １５．１ １５．３ １４．９
５．１ ８．１ １０．３ １３．６ １２．８ １４．５ １６．４ １４．４ １６．２ １４．２ １４．６
１０１．５ １０１．５ １０１．６ １０１．６ １０１．７ １０１．６ １０１．２ １０１．２ １０１．２ １０１．４ １０１．４
－０．１ ０．０ ０．１ ０．０ ０．１ －０．１ －０．４ ０．０ ０．０ ０．２ ０．０
－０．２ －０．２ －０．１ －０．２ －０．２ －０．１ －０．４ －０．３ －０．２ ０．０ －０．２
１０２．０ １０２．１ ９６．２ １０２．８ １０２．６ １０１．３ １０２．３ １０２．３ １００．４ ９８．７ １００．２
－０．１ ０．１ －５．８ ６．９ －０．２ －１．３ １．０ ０．０ －１．９ －１．７ １．５
－０．１ ０．１ －２．１ １．３ １．１ －０．６ ０．６ ０．７ １．８ －０．１ －０．３
９５４ ９４９ １０７４ ９３５ ９０５ １１８８ １０１７ ９７３ １０２６ １０５６ １０６４
－２１６ ５ ３０５ ３３６ ３３７ ４０６ ２１５ ５４ １４９ １４６ １８２
６３３ ４０９ ３９３ ６０４ １２０７ ６４７ ９４６ １６７６ １８７５ ４２６４ １３７８
－１０７ －２４１ －７１５ －１４８ ３９４ －２５３７ －２０ ６２ ３４ ２９０９ ４４３
１０２．６ １０１．４ ９５．６ １０２．３ １０２．７ ９９．０ １００．１ ９９．８ ９６．１ ９５．５ ９３．８
－０．３ －１．２ －５．７ ７．０ ０．４ －３．６ １．２ －０．３ －３．７ －０．７ －１．８
－４．１ －５．４ －８．０ －３．６ －３．１ －５．０ －６．９ －４．４ －５．２ －５．３ －７
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日本主要経済指標�２
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平成１１
８ ９

新設住宅着工戸数（年率、万戸） １２１．０ １２４．７ １２３．３ １１６．８ １２６．８ １２３．６ １２６．８ １２５．９
前期比 ６．０ ３．０ －１．１ －５．２ ８．６ －２．５ ８．２ －０．７
前年比 －７．０ ２．２ ７．１ ２．３ ４．８ －０．９ ８．３ １０．５

公共工事請負金額 ２２１３ ２０５９ ２０４５ １８６１ ２０４２ １８００ １７８６ ２２２９
前期比 ３．８ －７．０ －０．７ －９．０ ９．７ －１１．９ －１５．７ ２４．８
前年比 ５２．７ －８．１ －８．２ －１２．７ －７．７ －１２．６ －６．６ －１５．３

機械受注（船舶電力除く民需） ８３５７ ８０８７ ８２６９ ８９９１ ９４３６ ９７２５ ８２４１ ８５１４
前期比 －１．３ －３．２ ２．３ ８．７ ４．９ ３．１ ２．３ ３．３
前年比 －１６．２ －９．４ －６．０ ６．２ １２．９ ２０．３ －３．８ －６．７

建築着工床面積（鉱工業商業サービス） ３．８９ ３．６３ ３．６０ ４．０９ ４．８６ ４．５１ ３．７７ ３．６７
前期比 ４．９ －６．８ －０．７ １３．５ １９．０ －７．３ １２．２ －２．７
前年比 －１５．５ －１７．１ －１５．５ １０．２ ２４．９ ２４．３ －６ －１０．７

通関収支（兆円） ３．３５ ３．１１ ３．２１ ２．５６ １．０７ １．００ ０．９５ １．１０
前年差 ０．０ －０．７ －０．４ －０．７ －２．３ －２．１ －０．２ －０．１

通関輸出数量 １１０．６ １１０．８ １１５．９ １１８．８ １２５．５ １２５．６ １１５．５ １１８．５
前期比 １．５ ０．２ ４．６ ２．５ ５．７ ０．０ １．７ ２．６
前年比 －３．０ －１．５ ４．１ ９．０ １３．５ １３．４ ５．１ ６．１

通関輸入数量 １０８．１ １０９．１ １１１．０ １１７．８ １１９．３ １２３．２ １１４．５ １１２．９
前期比 ６．９ ０．９ １．７ ６．１ １．３ ３．２ ８．３ －１．４
前年比 ４．１ ８．９ ９．４ １６．４ １０．４ １２．９ １３．８ １０．６

原油価格（通関・ドル） １１．３１ １４．８８ １８．９３ ２３．５９ ２５．９６ ２６．６ １８．９６ ２０．８５
前期比 －１８．２ ３１．６ ２７．２ ２４．６ １０．１ ２．４ １１．８ ９．９
前年比 －２８．８ １４．５ ４３．４ ７０．６ １２９．６ ７８．７ ４５．９ ５３．７

貿易収支（兆円） ３．８１ ３．５８ ３．４５ ３．１２ １．１９ １．１６ １．１１ １．１６
前年差 －０．１３ －０．７ －０．５１ －０．７８ －２．６２ －２．４２ －０．２６ －０．１４

経常収支（兆円） ３．３３ ３．３１ ３．１３ ２．７１ １．２２ １．１６ １．０５ ０．９０
前年差 －０．４９ －０．５３ －１．０２ －１．１９ －２．１１ －２．１５ －０．３４ －０．６４

証券投資（兆円） －１．９０ １．４６ －１．４７ －０．５４ ０．８７ －１．４０ －０．４３ －３．５９
前年差 １．８１ ３．４６ ３．２８ －５．０５ ２．７７ －２．８５ ０．３２ －０．８８

対米貿易収支（億ドル） １２４．２ １４４．６ １７８．６ １６８．５ ５７．６ ５７．３ ４７．１ ７１．１
前年差 ８．９ ２７．０ ４７．１ １８．３ －６６．６ －８７．２ １７．４ １６．８

ドル相場（月中平均） １１６．５ １２０．８ １１３．１ １０４．４ １０７ １０６．７ １１３．２ １０６．９
前期比 －２．５ ３．７ －６．４ －７．７ ２．５ －０．３ －５．１ －５．６
前年比 －９．１ －１０．９ －１９．２ －１２．６ －８．１ －１１．７ －２１．７ －２０．５

輸入物価（円ベース） ９９．７ １０３．１ １０２．７ １０１．５ １０４．４ １０４．２ １０２．７ １００．９
前期比 －４．４ ３．４ －０．４ －１．２ ２．９ －０．２ －１．７ －１．８
前年比 －１２．９ －９．９ －１１．０ －２．７ ４．７ １．０ －１２．６ －１０．４

国内卸売物価 ９６．２ ９５．８ ９６．１ ９６．０ ９６．１ ９６．１ ９６．１ ９６．１
前期比 －０．５ －０．４ ０．３ －０．１ ０．１ ０．１ ０．１ ０．０
前年比 －２．１ －１．８ －１．４ －０．７ －０．１ ０．４ －１．３ －１．３

消費者物価（東京都区部） １０２．０ １０１．６ １０１．８ １０１．４ １０１．２ １００．６ １０１．９ １０１．８
前期比 －０．７ －０．４ ０．２ －０．４ －０．２ －０．６ ０．３ －０．１
前年比 －０．２ －０．４ ０．１ －１．３ －０．８ －１．０ ０．３ －０．１

消費者物価コア（東京） １０１．９ １０１．７ １０１．７ １０１．６ １０１．５ １０１．１ １０１．７ １０１．７
前期比 －０．１ －０．２ ０．０ －０．１ －０．１ －０．４ ０．０ ０．０
前年比 －０．１ －０．２ ０．０ －０．４ －０．４ －０．６ －０．１ ０．０

M２＋CD（平残） ６１０ ６１７ ６１８ ６２０ ６２４ ６３１ ６１９ ６１５
（兆円） 前期比 １．４ １．０ ０．３ ０．３ ０．６ １．２ －０．２ －０．７

前年比 １１．８ １２．０ １１．３ １０．９ １１．１ １１．３ ３．５ ３．３
銀行貸出（５業態、平残前年比） －４．２ －５．５ －６．３ －５．７ －６．１ －４．５ －６．５ －６．３
特殊要因調整済み －１．９ －１．７
貸出約定平均金利（新規） １．８１ １．７３ １．７９ １．８１ １．７３ １．７４ １．８０ １．７７

前年差 －０．１ －０．２ －０．１ －０．１ －０．１ ０ －０．１ －０．１
TB３ヶ月金利 ０．１９ ０．０５ ０．０３ ０．０８ ０．０５ ０．０４ ０．０３ ０．０２

前年差 －０．２ －０．４ －０．３ －０．１ －０．１ ０ －０．４ －０．２
CD３ヶ月金利 ０．４８ ０．１４ ０．１１ ０．２８ ０．１５ ０．１３ ０．１１ ０．１０

前年差 －０．５ －０．５ －０．６ －０．３ －０．３ ０ －０．６ －０．５
１０年国債利回り １．８５ １．５４ １．７８ １．７８ １．７９ １．７２ １．９０ １．７６

前年差 ０．２ ０．２ ０．７ ０．７ －０．１ ０．２ ０．７ ０．９
TOPIX １１２９ １３４５ １４７８ １５８９ １６７７ １６０８ １４６６ １４９６

前年比 －９．６ １１．３ ２５．９ ４７．０ ４８．６ １９．５ ２４．４ ３７．８

郵政研究所月報 ２０００．１１ ４２



１０ １１ １２

２０００
平成１２
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９

１１４．７ １１９．７ １１６．１ １３５．２ １２１．２ １２４．１ １２３．６ １２０．７ １２６．６ １１６．４ １２１．９
－８．９ ４．４ －３．０ １６．４ －１０．３ ２．３ －０．４ －２．３ ４．９ －８．０ ４．７
－０．７ ８．６ －０．６ １６．７ ２．３ －３．７ ０．０ －１．２ －１．３ －０．６ －３．８
２４７３ １６５８ １４５２ １１８４ １２４９ ３６９４ １９４４ １６９６ １７５８ １７６６ １６６０
１１．０ －３２．９ －１２．５ －１８．５ ５．５ １９５．８ －４７．４ －１２．７ ３．６ ０．４ －６．０
－１８．４ －２．５ －１２．７ －６．１ －１．４ －１０．２ －２８．５ ８．６ －７．３ －１６．７ －７．１
８６８２ ８６３８ ９６５３ ９６２２ ９５７９ ９１０６ ９００４ ９４０６ １０７６５ ９５０１ １２０３１
２．０ －０．５ １１．７ －０．３ －０．５ －４．９ －１．１ ４．５ １４．４ －１１．７ ２６．６
５．４ －１．４ １４．９ ２０．３ １２．９ ６．０ １４．１ １７．８ ２８．４ １８．０ ４６．０
３．７５ ４．４９ ４．０２ ５．３９ ４．６０ ４．６ ４．３９ ４．８０ ４．３３ ４．６５ ４．５０
２．２ １９．７ －１０．５ ３４．１ －１４．７ ０．０ －４．６ ９．３ －９．８ ７．４ －３．２
０．８ ２２．３ ７．５ ４８．９ ９．５ １９．２ ４．３ ４７．７ ２６．６ ３８．４ １９．４
１．０８ ０．６９ ０．８０ １．０５ １．２３ ０．９４ １．１４ ０．７５ １．１１ ０．９３ ０．９
－０．２ －０．２ －０．３ －０．２２ ０．２７ －０．１８ ０．１０ －０．２５ ０．０３ －０．２４ －０．０６
１１７．３ １１９．２ １１９．９ １２１．５ １２８．１ １２７．０ １２４．０ １２１．４ １３１．４ １２０．６ １２９．７
－１．０ １．６ ０．６ １．４ ５．５ －０．９ －２．４ －２．０ ８．２ －８．２ ７．５
５．７ １１．２ １０．３ ６．７ ２０．０ １４．３ １１．９ １３．１ １５．１ ６．２ １２．３
１０８．２ １２２．８ １２２．４ １１３．４ １２０．０ １２４．６ １１５．９ １２８．９ １２４．８ １１７．５ １２９．６
－４．１ １３．５ －０．３ －７．３ ５．８ ３．８ －７．０ １１．３ －３．２ －５．８ １０．３
８．６ １９．８ ２０．８ ８．７ ７．３ １５．１ ４．７ ２０．１ １４．１ １１．２ １３．２
２２．６３ ２３．２２ ２４．９２ ２５．２８ ２５．３２ ２７．２９ ２７．３０ ２４．８６ ２７．６２ ２８．７５ ２９．１７
８．６ ２．６ ７．３ １．４ ０．２ ７．８ ０．０ －８．９ １１．１ ４．１ １．４
５３．１ ７２．３ ８８．６ １２１．３ １２５．７ １４１．９ １１１．０ ６２．７ ６８．１ ６９．４ ５３．８
１．２４ ０．９４ ０．９５ １．２９ １．３１ ０．９６ １．３６ ０．９９ １．１３ １．０７
－０．１７ －０．２８ －０．３３ －０．１８ ０．２０ －０．２６ ０．１９ －０．２７ －０．０２ －０．１０
１．１２ ０．８５ ０．７３ １．２８ １．５３ ０．８５ １．２８ １．１２ １．０８ １．０１
－０．１９ －０．４２ －０．５７ －０．０７ ０．４０ ０．０ ０．４４ －０．２０ －０．０８ －０．１７
２．０１ －０．２２ －２．３４ ４．３５ －０．０２ －１．７３ ２．１１ －２．３８ －３．９２ －０．２９
－０．３７ －２．１１ －２．５７ ４．４６ ０．８４ －０．８０ －０．２０ －２．８６ －２．５９ －２．８４
５８．４ ５２．１ ５７．９ ４５．２ ６２．８ ６４．８ ６８．６ ４３．１ ６０．３ ５７．４ ５０．３
－０．９ １２．２ ７．０ ２．３ ２７．３ １９．０ ２０．６ ０．６ ６．２ －３．０ ３．２
１０６．０ １０４．６ １０２．６ １０５．３ １０９．４ １０６．３ １０５．６ １０８．３ １０６．１ １０８．２ １０８．１ １０６．８
－０．９ －１．２ －２．０ ２．６ ３．９ －２．８ －０．６ ２．６ －２．０ ２．０ －０．１ －１．２
－１２．５ －１３．０ －１２．４ －７．１ －６．２ －１１．０ －１１．８ －１１．２ －１２．１ －９．３ －４．５ ０．０
１０１．８ １０１．６ １０１．０ １０２．０ １０６．４ １０４．７ １０３．７ １０４．７ １０４．１ １０６．９ １０７．４ １０６．２
０．９ －０．２ －０．６ １．０ ４．３ －１．６ －１．０ １．０ －０．６ ２．７ ０．５ －１．１
－４．１ －２．８ －１．０ ３．４ ６．６ ４．１ ２．２ ０．８ ０．２ ２．３ ４．６ ５．３
９６．０ ９６．０ ９６．０ ９６．０ ９６．１ ９６．１ ９６．２ ９６．１ ９６．１ ９６．３ ９６．３ ９６．２
－０．１ ０．０ ０．０ ０．０ ０．１ ０．０ ０．１ －０．１ ０．０ ０．２ ０．０ －０．１
－０．８ －０．６ －０．６ －０．３ －０．１ ０．１ ０．５ ０．３ ０．３ ０．３ ０．２ ０．１
１０１．５ １０１．５ １０１．２ １０１．２ １０１．２ １０１．１ １００．８ １００．６ １００．４ １００．８ １００．６ １００．４
－０．３ ０．０ －０．３ ０．０ ０．０ －０．１ －０．３ －０．２ －０．２ ０．４ －０．２ －０．２
－１．０ －１．４ －１．６ －１．０ －０．８ －０．７ －０．９ －０．９ －１．２ －０．８ －１．３ －１．４
１０１．６ １０１．６ １０１．６ １０１．５ １０１．５ １０１．４ １０１．２ １０１．２ １００．８ １０１ １００．９ １００．７
－０．１ ０．０ ０．０ －０．１ ０．０ －０．１ －０．２ ０．０ －０．４ ０．２ －０．１ －０．２
－０．３ －０．３ －０．５ －０．５ －０．４ －０．４ －０．５ －０．４ －０．９ －０．７ －０．８ －１．０
６１６ ６１７ ６２８ ６２７ ６２０ ６２４ ６３３ ６３０ ６２９ ６３３ ６３０
０．１ ０．２ １．８ －０．１ －１．０ ０．６ １．５ －０．４ －０．２ ０．５ －０．５
３．６ ２．９ ２．６ ２．６ ２．１ １．９ ２．９ ２．２ １．９ ２．０ １．７
－５．６ －５．７ －５．９ －６．０ －６．３ －５．９ －４．２ －４．７ －４．７ －４．５ －４．３
－１．６ －２．１ －２．２ －２．２ －２．４ －２．１ －１．８ －２．２ －２．２ －２．１ －２．０
１．８１ １．７９ １．８２ １．７６ １．７４ １．６７ １．７５ １．７４ １．７４ １．７６ １．７９
０．０ －０．１ －０．１ －０．１ －０．１ －０．１ ０．０ ０．０ ０．０ －０．１ ０．０
０．０３ ０．０５ ０．１７ ０．０７ ０．０４ ０．０５ ０．０５ ０．０３ ０．０３
－０．１ ０．０ －０．１ －０．２ －０．２ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０
０．２５ ０．３４ ０．２５ ０．１５ ０．１５ ０．１５ ０．１３ ０．１２ ０．１２ ０．２２ ０．３１ ０．４０
－０．３ －０．３ －０．４ －０．５ －０．４ －０．１ ０．０ ０．０ ０．０ ０．１ ０．２ ０．３
１．７８ １．８１ １．７４ １．７２ １．８４ １．８２ １．７５ １．７１ １．７ １．７３ １．７７ １．８９
１．０ ０．９ ０．３ －０．１ －０．２ ０．１ ０．２ ０．４ ０．０ ０．０ －０．１ ０．１
１５１９ １６１２ １６３８ １６５８ １７１２ １６６２ １６６２ １５９５ １５６６ １５５３ １４９３ １４８４
４８．４ ４４．９ ４７．８ ５３．３ ５５．４ ３８．１ ２５．０ ２０．０ １３．７ ５．４ １．９ －０．８
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欧州経済

１９９９
１Ｑ ２Ｑ ３Ｑ ４Ｑ

２０００
１Ｑ ２Ｑ

ユーロ（EMU１１ヶ国）
実質GDP成長率 （前期比％） ０．８ ０．５ ０．９ ０．９ ０．９ ０．９

（前年同期比％） １．９ ２．１ ２．５ ３．２ ３．４ ３．７
鉱工業生産指数 （前期比％） ０．１ ０．７ １．８ １．５ １．０ １．６
生産者物価指数 （前期比％） －０．６ ０．６ １．０ １．１ １．５ １．４
消費者物価指数 （前期比％） ０．３ ０．６ ０．３ ０．３ ０．８ ０．７
失業率 （％） １０．２ １０．０ ９．９ ９．６ ９．４ ９．１
欧州中央銀行政策金利 （％） ３．００ ２．５０ ２．５０ ３．００ ３．５０ ４．２５
マネーサプライ（M３）（前年同期比％） ５．４ ５．４ ５．９ ６．０ ５．９ ５．９
為替相場 （期中平均、ドル／ユーロ） １．１１ １．０４ １．０７ １．０２ ０．９６ ０．９３

（期中平均、円／ユーロ） １３０．７ １２７．７ １１８．７ １０８．４ １０５．５ ９９．６

ドイツ
実質GDP成長率 （前期比％） ０．９ －０．１ ０．９ ０．８ ０．８ １．１

（前年同期比％） ０．６ １．０ １．６ ２．４ ２．３ ３．６
IFO業況指数 （９１年＝１００） ９０．６ ９１．３ ９４．８ ９８．１ １００．５ １０１．２
鉱工業生産指数 （前期比％） ０．８ ０．８ １．７ ０．７ １．１ １．９
製造業新規受注 （前期比％） ０．８ ２．３ ５．３ １．７ １．２ ５．３
設備稼働率 （％） ８４．９ ８５．３ ８６．０ ８７．０ ８８．０ ８７．７
小売売上数量 （前期比％） ３．０ －２．０ －０．２ －０．２ １．９ ２．５
新車登録台数 （前期比％） －４．１ ０．４ １．５ －５．３ －６．０
貿易収支 （億マルク） ３２２．７ ２９１．４ ３２２．７ ３２８．６ ３１２．９ ２７３．８
消費者物価指数 （前期比％） －０．２ ０．４ ０．１ ０．１ －０．３ ０．６
生産者物価指数 （前期比％） －０．９ ０．６ ０．５ ０．４ ０．７ １．０
失業率 統一ドイツ （％） １０．６ １０．５ １０．５ １０．４ １０．１ ９．６

旧西独 （％） ９．０ ８．９ ８．７ ８．５ ８．２ ７．７
旧東独 （％） １７．２ １７．４ １７．９ １７．９ １７．６ １７．３

マネーサプライ（M３）（前年同期比％） ９．０ １０．９ １０．４ ８．４ ７．５ ３．７

フランス
実質GDP成長率 （前期比％） ０．６ ０．８ １．０ １．０ ０．７ ０．７
鉱工業生産指数 （前期比％） ０．２ ０．５ １．９ １．４ ０．７ ０．０
設備稼働率 （％） ８３．８ ８３．９ ８４．４ ８４．８ ８５．２ ８６．０
工業品家計消費 （前期比％） １．２ ０．５ １．９ ０．３ １．９ ０．７
新車登録台数 （前期比％） ２．８ －２．０ １１．１ －５．０ １．２ ２．５
貿易収支 （億フラン） ２８６ ２７５ ３５６ １８９ １２５ １９７
消費者物価指数 （前期比％） ０．０ ０．６ －０．１ ０．５ ０．５ ０．６
失業率 （％） １１．５ １１．４ １１．２ １０．８ １０．２ ９．８
マネーサプライ（M３）（前年同期比％） ３．３ ４．１ ６．１ ８．７ ７．７ ６．４

イギリス
実質GDP成長率 （前期比％） ０．４ ０．８ １．０ ０．７ ０．５ ０．９

（前年同期比％） １．７ １．８ ２．３ ２．８ ３．０ ３．２
鉱工業生産指数 （前期比％） －０．６ ０．８ １．５ ０．１ －０．８ １．４
小売売上数量指数 （前期比％） １．２ １．１ １．３ １．２ １．４ ０．３
貿易収支 （億ポンド） －７６ －６２ －５７ －７２ －７０ －７５
消費者物価指数 （前期比％） －０．４ １．１ ０．１ ０．７ ０．４ １．９
失業率 （％） ４．５ ４．４ ４．２ ４．１ ４．０ ３．８
イングランド銀行政策金利 （％） ５．５０ ５．００ ５．２５ ５．５０ ６．００ ６．００
マネーサプライ（M４）（前年同期比％） ６．５ ５．５ ３．１ ３．８ ５．２ ６．７
為替相場 （期中平均、ドル／ポンド） １．６３ １．６１ １．６０ １．６３ １．６１ １．５３

（注１） ユーロ圏、ドイツ及びフランスの鉱工業生産指数は建設を除くベース。
（注２） イギリスのマネーサプライは末残ベース。
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３Ｑ
２０００
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９

― ― ― ― ― ― ― ― ―
― ― ― ― ― ― ― ― ―
０．０ ０．８ ０．９ ０．５ ０．６ －０．４ ０．５
０．６ ０．５ ０．５ ０．３ ０．７ ０．４ ０．６ ０．２

０．７ ０．１ ０．４ ０．４ ０．１ ０．１ ０．５ ０．２ ０．０ ０．５
９．５ ９．３ ９．２ ９．１ ９．０ ９．０ ９．０ ９．０

４．５０ ３．００ ３．２５ ３．５０ ３．７５ ３．７５ ４．２５ ４．２５ ４．２５ ４．５０
５．２ ６．１ ６．５ ６．６ ５．９ ５．３ ５．１ ５．６

０．９０ ０．９７ ０．９６ ０．９６ ０．９１ ０．９４ ０．９５ ０．９３ ０．８９ ０．８８
９７．４ １０６．５ １０７．６ １０２．６ ９９．９ ９８．１ １００．７ １０１．４ ９７．８ ９３．１

― ― ― ― ― ― ― ― ―
― ― ― ― ― ― ― ― ―

１００．２ １００．９ １００．５ １０１．２ １０２．０ １００．３ ９９．１ ９８．９ ９８．０
－０．５ ３．１ －１．２ １．２ ２．５ －３．３ ２．８ １．１
－１．３ ５．１ ０．６ １．７ ２．１ ０．２ －０．１ ２．０
― ― ― ― ― ― ― ― ―
３．９ ０．９ －２．４ ５．０ －０．４ －２．３ ０．２ ０．１
－９．２ １．２ －１．３ －８．２ １８．７
８８．０ １１７．３ １０７．６ ８８．０ ８２．１ １０３．７ ８６．１ ７４．３

０．３ ０．２ ０．２ ０．２ ０．１ －０．２ ０．６ ０．２ ０．０ ０．７
０．４ ０．２ ０．０ ０．４ ０．６ ０．３ ０．７ ０．３
１０．１ １０．１ １０．１ ９．６ ９．６ ９．６ ９．５ ９．５ ９．５
８．３ ８．２ ８．２ ７．８ ７．７ ７．７ ７．７ ７．６ ７．５
１７．５ １７．５ １７．７ １７．３ １７．３ １７．３ １７．３ １７．４ １７．４
８．１ ８．０ ７．５ ６．５ ４．４ ３．７ ３．０ ２．８

― ― ― ― ― ― ― ― ―
０．３ １．０ ０．１ －０．５ ０．６ －０．６

８６．５ ― ― ― ― ― ― ― ― ―
１．１ １．６ －１．４ －０．１ １．８ ０．２ １．４ －２．３
１．３ １．７ －０．６ ０．５ １．８ １．７ －２．７ －２．４
４４ ４５ ３６ ５ １１８ ７４ －６１ －１６

０．３ ０．０ ０．１ ０．５ ０．０ ０．２ ０．２ －０．２ ０．２ ０．６
１０．５ １０．２ １０．０ ９．９ ９．８ ９．６ ９．７ ９．６
８．７ ６．１ ６．３ ７．７ ８．３ ８．１ ６．４ ８．０ ７．６

― ― ― ― ― ― ― ― ―
― ― ― ― ― ― ― ― ―

－０．６ －０．４ ０．８ ０．８ ０．３ ０．２ ０．４ ０．６
１．３ １．６ －１．３ ０．４ ０．０ ０．４ ０．５ ０．２ ０．６ ０．６

－２５．６ －２２．３ －２１．６ －２８．０ －２３．１ －２３．９ －３０．０
０．２ －０．４ ０．５ ０．５ １．０ ０．４ ０．２ －０．４ ０．０ ０．７
３．６ ４．０ ４．０ ３．９ ３．８ ３．８ ３．８ ３．７ ３．６ ３．６
― ５．７５ ６．００ ６．００ ６．００ ６．００ ６．００ ６．００ ６．００
９．３ ３．２ ３．２ ５．２ ４．８ ５．１ ６．７ ６．９ ８．８ ９．３
― １．６４ １．６０ １．５８ １．５８ １．５１ １．５１ １．５１
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アジア経済

１９９９
１Ｑ ２Ｑ ３Ｑ ４Ｑ

２０００
１Ｑ ２Ｑ

中 国
実質GDP （前年同期比％） ８．３ ７．１ ７．０ ６．２ ８．１ ８．３
実質工業生産増加率 （付加価値ベース％） ９．７ ９．０ ９．０ ７．３ １０．７ １１．７
全国小売物価指数 （前年同期比％） －２．９ －３．５ －２．７ ２．５ －１．９ －１．９
貿易収支 （通関ベース原数値１００万米㌦） ４，２６７ ３，７１７ １１，６０４ ９，８２３ ５，２１９ ７，２１５
うち対日収支（１００万米㌦） －６２ －１，０２７ －１８ －２８１ －２４９ －７０

香 港
実質GDP （前年同期比％） －２．９ １．２ ４．４ ９．２ １４．３ １０．８
製造業生産指数 （前年同期比％） －９．７ －６．９ －６．２ －３．０ －０．７ ―
消費者物価指数�Ａ （前年同期比％） －１．５ －３．５ －５．０ －３．０ －４．１ －３．４
貿易収支（通関ベース原数値１００万香港㌦） －１２，９３０ －１２，２３２ －６，４５８ －１１，６７３ －２３，７１２ ２４，６９７
うち対日収支（１００万香港㌦） －１８，７１６ －２１，９９６ ２３，８７３ －２５，３２３ －２４，７５７ －２９，４０８

韓 国
実質GDP （産業総合・前年同期比％） ５．４ １０．８ １２．８ １３．０ １２．８ ９．６
鉱工業生産指数 （産業総合、前期比％） ４．８ ５．５ ７．０ ７．１ ２．４ １．１
消費者物価指数 （前年同期比％） ０．７ ０．６ ０．７ １．３ １．５ １．４
貿易収支 （通関ベース原数値１００万米㌦） ４，６８７ ６，９８２ ５，３２９ ６，９３５ ５０５ ３，６８７
うち対日収支（１００万米㌦） －１，６５４ －２，０７０ －２，２０１ ２，３５５ －２，８６３ －３，１９５

台 湾
実質GDP （前年同期比％） ４．２ ６．６ ５．１ ６．８ ７．９
鉱工業生産指数 （前年同期比％） ６．０ ９．６ ５．０ １０．１ １１．４ ７．５
消費者物価指数 （前年同期比％） ０．７ －０．１ ０．３ －０．１ ０．９ １．４
貿易収支 （通関ベース原数値１００万米㌦） ２，６３９ ３，５５５ １，４５０ ２，２６７ １，２９８ １，３８６
うち対日収支（１００万米㌦） －４，１２７ －４，２３４ ４，４５０ －５，８８０ －５，１４４ －６，０３０

シンガポール
実質GDP （前年同期比％） ０．８ ６．６ ６．９ ７．１ ９．８ ８．０
鉱工業生産指数 （総合、前年同期比％） ６．８ １４．９ １７．１ １６．４ １３．３ １３．４
消費者物価指数 （前年同期比％） －０．７ ０．０ ０．３ ０．５ １．１ ０．８
貿易収支 （通関ベース原数値１００万S㌦） １，８３８ １，７３９ ８４ ２，４８７ １，５４５ １５０
うち対日収支（１００万S㌦） －３，２１８ －４，１４４ －４，９８３ －４，５５９ －４，９２９ －５，５４９

タ イ
実質GDP （前年同期比％） ０．２ ２．５ ７．８ ６．５ ５．２
製造業生産指数 （前年同期比％） ６．５ １１．２ １９．０ ２０．４ ９．５ ３．４
消費者物価指数 （前年同期比％） ２．７ －０．７ －０．９ ０．１ ０．８ １．９
貿易収支（通関ベース原数値１００万バーツ） ５８，１８８ ７５，３４７ ９４，６１５ ７８，７１５ １０１，８４９ ４１，７３５
うち対日収支（１００万バーツ） －２５，０７８ －３７，４４２ －３８，５１０ －５１，５５５ －３３，２４３ －４７，４１４

マレイシア
実質GDP （前年同期比％） －１．４ ５．０ ８．６ １１．０ １１．９ ８．７
鉱工業生産指数 （総合、前年同期比％） －２．４ ６．６ １４．２ １７．９ ２３．５ １９．７
消費者物価指数 （前年同期比％） ４．０ ２．７ ２．３ ２．１ １．５ １．４
貿易収支（通関ベース原数値１００万リンギ） １５，５６５ １８，２２８ １８，７７８ １９，８０７ １６，５２７ １２，４９３

フィリピン
実質GDP （前年同期比％） ０．７ ３．６ ３．８ ４．９ ３．４
製造業生産指数 （前年同期比％） １．０ ７．２ １１．７ １５．４ １４．８ １６．２
消費者物価指数 （前年同期比％） １０．０ ６．８ ５．６ ４．５ ３．０ ３．９
貿易収支 （通関ベース原数値１００万米㌦） ５５０ １４８ １，７５４ ２，１１８ ７３１ １，５５０

インドネシア
実質GDP （前年同期比％） －７．０ ３．７ １．２ ５．０ ３．２
製造業生産指数 （前年同期比％） ４．９ ２５．７ ３７．０ ３４．８ ― ―
消費者物価指数 （前年同期比％） ５５．８ ３０．９ ６．６ １．７ －０．６ １．１
貿易収支 （通関ベース原数値１００万米㌦） ４，６０９ ５，５４５ ７，１８９ ７，３１９ ７，５８５

（注１） 香港の消費者物価指数は所得階層別に３種類発表され、�Ａは都市部家計の５０％をカバーしている。
（注２） シンガポールの鉱工業生産指数はゴム加工を除く。
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３Ｑ
２０００
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９

８．２ ― ― ― ― ― ― ― ― ―
８．９ １２．０ １１．９ １１．４ １１．５ １２．２ １２．８ １２．８
－２．１ －１．４ －２．１ －２．４ －１．９ －１．４ －１．２ －１．３

４，５２８ １，５３９ １，３４７ ２，３３３ ２，１４０ ３，１８４ １，８９２ １，９８７ ２，５４１
－８６ －４２３ －４０ ２１４ ９４ ７５ －２３９ －２０６ １２０

― ― ― ― ― ― ― ― ―
― ― ― ― ― ― ― ― ―

－４．２ －４．２ －４．０ －３．３ －３．４ －３．５ －２．１
－３，２３１ －６，８８８ －１３，５９３ －１０，５２４ －７，８６１ －６，３１２ －８，１１９ －３，４７４
－７，２３２ －８，７９７ －８，７２８ －９，９６０ －９，６４２ －９，８０６ －１０，１６２ －９，０１７

― ― ― ― ― ― ― ― ―
３．１ －０．９ －１．７ －２．３ ６．０ ２．５
１．６ １．４ １．６ １．０ １．１ ２．２ ２．９ ２．７
－４２３ ７０４ ２２４ １８０ １，３８５ ２，１２２ ７９６
－８０７ －９２７ －１，１４９ －１，２３１ －９５５ －１，０４８ －１，０４５

― ― ― ― ― ― ― ― ―
１１．７ １３．３ ９．５ ５．０ ７．９ ９．５ ６．９
０．５ ０．９ １．１ １．２ １．６ １．４ １．４ ０．３
９０９ －２２ ４１１ １０１ ４４０ ８３５ １０５ ６６５ １，１７６

－１，７４４ －１，５８７ －１，８０８ －２，３２６ －１，９２０ －１，７８３ －２，０８１ －１，８３０ －１，８６６

― ― ― ― ― ― ― ― ―
２８．５ ９．７ ３．９ ９．６ ２０．１ １０．８ １１．３
０．９ １．２ １．２ １．１ ０．６ ０．８ １．１

１，７８０ －２３６ ６４３ １，１３８ －１０４ １，０７５ －８２１ ４５５ １，０４９ ２７６
－６，２５８ －１，４３９ －１，６９６ －１，７９４ －１，８２５ －１，７２５ －１，９９８ －２，１２３ －１，９４４ ２，１９０

― ― ― ― ― ― ― ― ―
８．４ １０．２ ９．８ ３．７ ５．０ １．６ －１．３
０．５ ０．９ １．１ １．２ １．７ ２．７ ２．６ ２．２

４７，１５９ １６，０８６ ３８，６０４ １７，１６４ ２１，２０５ ３，３６６
－７，５０４ －１３，４２５ －１２，３１４ －１５，９０７ －１３，３６３ －１８，１４４

― ― ― ― ― ― ― ― ―
２５．５ ２３．５ ２１．７ １７．９ ２１．２ ２０．１
１．６ １．５ １．５ １．４ １．３ １．３ １．４
４，６１４ ４，９０７ ７，００６ ３，４０５ ４，１４８ ４，９４０ ４，００３ ４，８００

― ― ― ― ― ― ― ― ―
２０．５ １４．８ １０．０ ６．０ ２０．７ ２１．１
２．６ ３．０ ３．３ ３．７ ４．１ ３．９ ４．２ ４．６
６５ ４１９ ２４７ １４０ ４９４ ９１６ ５４４

― ― ― ― ― ― ― ― ―
― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

０．３ －０．９ －１．２ ０．１ １．２ ２．０
２，２２５ ２，６７４ ２，６８６ ２，６７３

４７ 郵政研究所月報 ２０００．１１


